第10次漁業センサス 調査の概要

この速報は、平成10年11月１日現在で実施された「第10次漁業センサス」（農林水産省指定統計第67号）の、本県の調査結果の概要をとりまとめたものである。その詳細については、平成12年3月に「第10次漁業センサス結果報告書」として公表する予定である。

１　調査の概要と利用上の注意 

（１）調査の目的

漁業の生産構造及び就業構造を明らかにするとともに、漁業構造の改善等水産行政諸施策の基礎資料を整備することを目的とする。

（２）調査の期日

平成10年11月１日現在（前回調査平成5年11月１日現在）

（３）調査の種類及び調査の対象

ア  海面漁業基本調査

海面に沿う市町村の区域内にある海面漁業に係る漁業経営及び漁業従事者世帯であって農林水産大臣が必要と認める者。

イ  内水面漁業調査

共同漁業権の存する天然の湖沼、その他の湖沼で、地域における漁業生産上重要なものについて、水産動植物の採捕の事業を営む内水面漁業に係る経営体及び内水面において養殖の事業を営む者。

ウ  漁業地区調査

漁業地区並びに漁業地区内の漁業管理組織、流通機関、冷凍・冷蔵工場及び水産加工場。

（４）調査事項

　ア 　海面漁業基本調査

（1） 漁業経営体に関する事項

ａ　漁業種類、使用漁船または養殖施設、操業日数その他の漁業経営体の状況

ｂ　個人漁業経営体の世帯の状況及び世帯員の漁業操業日数その他の就業状況

（イ）漁業従事者世帯に関する事項

世帯の状況及び世帯員の漁業就業日数その他の就業状況

イ　内水面漁業調査

（ア）漁業経営に関する事項

ａ　漁業種類、使用漁船または養殖施設、操業日数その他漁業経営体の漁業経営の状況

ｂ　個人漁業経営体の世帯の状況及び世帯員の就業構造

（イ）内水面漁業協同組合に関する事項

内水面漁業協同組合のうち河川において水産動物の採捕または養殖をする者を主たる構成員とする漁業協同組合の組合員の漁業従事状況

ウ　漁業地区調査

（1） 漁業地区の自然及び社会経済的条件

（2） 漁場環境

（3） 漁港その他漁業関連施設

（５）調査の実施

ア　静岡県の海面漁業基本調査は、次の系統により実施した。

静岡県―市町村―指導員―調査員―申告者

イ　内水面漁業調査及び漁業地区調査は、次の系統で実施した。

静岡統計情報事務所―同出張所―申告者

２　利用上の注意

（１）主な用語の説明

ア　漁業経営体

調査期日前1年間に、利潤または生活の資を得るために販売を目的として、海面において水産動植物の採捕または養殖を行った、世帯または事業所をいう。

ただし、調査期日前1年間の海上作業従事日数が３０日未満の個人漁業経営は、本調査の対象としない。

イ　漁業従事者世帯
調査期日前１年間に、生活の資としての賃金報酬を得ることを目的として、他人の営む経営体に雇われてまたは共同経営に出資従事して、年間３０日以上漁業の海上作業に従事した、世帯員のいる世帯をいう。

ただし、個人漁業経営体に該当するものは除く。

ウ　経営体階層

漁業経営体を漁業種類及び使用漁船のトン数で分類したもの。また、経営体階層を次の３漁業層に区分している。

・ eq \o\ad(沿岸漁業層,　　　　　　)：漁船非使用、無動力船、保有している動力船総トン数10トン未満、定置網、地びき網、海面養殖

・ eq \o\ad(中小漁業層,　　　　　　)：動力船総トン数10トン以上1000トン未満

・大規模漁業層：動力船総トン数1000トン以上

（２）統計表の記号

－　　事実のないもの

０　　端数四捨五入による単位未満のもの

· マイナスであることを示す

（３）構成比については端数四捨五入のため、内訳と一致しないことがある。

（４）この数値は概数であり、後日公表する確定数と相違する場合がある。

（５）この速報（第１分冊）は、海面漁業基本調査結果について、調査を実施した当県が作成した。

（問い合わせ先）静岡市追手町９－６

静岡県企画部経済統計室経済係
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